
ごあいさつ
　株主の皆様には平素より格別のご支援をいただき、厚く御礼申し上
げます。
　ここに、当社グループの第75期第２四半期連結累計期間（平成27年
４月１日から平成27年９月30日まで）の営業の概況につきまして、ご
報告させていただきます。

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、日銀の金融政策
や政府主導の景気浮揚策の効果もあり、企業業績は堅調に推移してき
ましたが、欧州金融不安に加え、中国や新興国等の景気減速への警戒
感等から景気の先行きは不透明な状況となってきました。
　建設業界におきましては、受注環境は好転しておりますが、労務費
や建設資材価格の上昇により、収益環境は厳しい状況が続いておりま
す。
　このような情勢下、当社グループは、安全と品質確保並びに技術力
の向上を重点に事業活動を積極的に進めました結果、当第２四半期連
結累計期間の連結業績は、売上高は38,455百万円（前年同期比 3,726百万円増加）となりました。利
益におきましては、営業利益は1,159百万円（前年同期比 805百万円増加）、経常利益は1,296百万円

（前年同期比 816百万円増加）、親会社株主に帰属する四半期純利益は874百万円（前年同期比 563百
万円増加）となりました。
　通期の見通しについては、当初予想より工事利益率が改善したことなどにより、営業利益・経常利
益・親会社株主に帰属する当期純利益とも増加する見込となりました。詳細は下記の通りであります。

　株主の皆様におかれましても、今後とも変わらぬご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

平成27年11月

代表取締役社長

野 田 豊 範

受 注 高 810億円

売 上 高 880億円

経 常 利 益 28億円

親会社株主に帰属する当期純利益 17億円

75 th 第75期中間株主通信
平成27年４月１日〜平成27年９月30日
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第2四半期決算の概況
四半期連結貸借対照表の要旨

（平成27年9月30日現在）
（単位　百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

45,793

29,253

11,163

311

17,778

流 動 負 債 34,146

固 定 負 債 7,105

負 債 合 計 41,252

純 資 産 の 部

科 目 金 額

株 主 資 本 26,598

その他の包括利益累計額 7,042

非 支 配 株 主 持 分 153

純 資 産 合 計 33,793

資 産 合 計 75,046 負 債 純 資 産 合 計 75,046

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

四半期連結損益計算書の要旨
（平成27年4月1日から平成27年9月30日まで）

（単位　百万円）
科 目 金 額

売上高 38,455

売上原価 35,160

売上総利益 3,294

販売費及び一般管理費 2,135

営 業 利 益 1,159

営業外収益 172

営業外費用 35

経 常 利 益 1,296

特別利益 53

特別損失 6

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益 1,342

法 人 税 等 466

四 半 期 純 利 益 876

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 四 半 期 純 利 益 1

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 四 半 期 純 利 益 874

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

ポイント
・貸借対照表
・‌�純資産は、ＪＰタワー名古屋建設に伴う有形固定資産の増加や、

株価上昇による投資有価証券の含み益が大幅に上昇したことによ
り、前年同期比5,805百万円増加の75,046百万円となりました。

・‌�負債の部は支払手形・工事未払金等が4,987百万円減少しましたが、
借入金、未成工事受入金で増加したことなどにより、前年同期比
2,399百万円増加しました。

・‌�純資産合計は利益剰余金で735百万円増加しましたが、その他有価
証券評価差額金で1,172百万円減少したことなどにより、前年同期
比390百万円減少の33,793百万円となりました。

・損益計算書
・‌�売上高は繰越工事が豊富であったこともあり部門別、発注者別と

もに増加し3,700百万円増加し、また兼業事業売上高も26百万円
増加したことなどにより、前年同期比3,726百万円増加の38,455
百万円となりました。

・‌�利益面では金融収支の改善もありましたが、選別受注や収益管理
の強化並びに経費削減に努めた結果、工事利益率が改善し一般管
理費も減少したことから、経常利益は前年同期比816百万円増加の
1,296百万円となりました。

財務ハイライト
●受注高
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●親会社株主に帰属する当期（四半期）純利益
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TOPICS

　平成27年7月30日　「あいち女性輝きカンパニー」認証書交付式が愛知県庁で行われました。この認証制度は、女性
の活躍推進に向けた取組みを積極的に実施する企業を愛知県が認証する制度です。当社も育児休業の取得率や「女性
の活躍推進委員会」の発足、土木工事で活躍する女性社員などの取組みを紹介し、吉本副知事より認定書を授与され
ました。

芝寿し　いなほ工場新築工事
（石川県金沢市）

新生テクノス新幹線米原営業所新築工事
（滋賀県米原市）

淀川工場跡地共同住宅建設工事
（大阪府大阪市）

主な今期の施工物件

えちぜん鉄道、高架化仮線他
（福井県福井市）

広域河川山崎川改修工事（25道徳その２、26道徳その２）
（愛知県名古屋市）

正江橋（仮称）築造工事（下部工）
（愛知県名古屋市）

●土木

●建築

「あいち女性輝きカンパニー」に認証



取締役及び監査役（平成27年９月30日現在）

お知らせ
・住所変更、単元未満株式の買取・買増等のお申出先について
株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の
口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。
・未払配当金の支払について
株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

株主メモ
事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
基 準 日 

株主名簿管理人
 
同事務取扱場所

郵便物送付先〔 電 話 照 会 先 〕 
 
 

公 告 の 方 法

毎年4月1日から翌年3月31日まで
毎年6月下旬
定時株主総会・期末配当	 毎年3月31日	
中間配当	 毎年9月30日
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号	
三井住友信託銀行株式会社
〒460-8685 	
名古屋市中区栄三丁目15番33号	
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号	
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部	
電話 0120-782-031（フリーダイヤル）	
取次事務は三井住友信託銀行株式会社の本店及び全国
各支店で行っております。
電子公告の方法により行います。	
ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告を
することができない場合は、日本経済新聞に掲載します。	
電子公告掲載URL	
http://www.meikokensetsu.co.jp/koukoku/index.html

京都営業所
神戸営業所
滋賀営業所

●大阪支店

横浜営業所

●東京支店

●甲府支店

東三河営業所
知多営業所

岐阜営業所
長野営業所

三重営業所

●本店　
　名古屋施工本部

富山営業所
敦賀営業所
福井営業所

●北陸支店

浜松営業所

●静岡支店

■商 号
名工建設株式会社

■英 文 商 号
MEIKO CONSTRUCTION CO.,LTD.

■設 立
昭和16年６月28日

■資 本 金
15億9,450万円

■発行済株式数
27,060千株

■従 業 員 数（ 連 結 ）
1,335名（平成27年９月30日現在）

■本 店 所 在 地
名古屋市中村区名駅一丁目１番４号
JRセントラルタワーズ34階

会社概要

営業所一覧

代 表 取 締 役 社 長 野田　豊範
取 締 役 加藤　雄三
取 締 役 甲坂　友昭
取 締 役 佐藤　武男
取 締 役 中村　清貴
取 締 役 岡田　裕輝
取 締 役 里川　幸夫
取 締 役 速水　政彦
取 締 役 藤野　陽三
常 勤 監 査 役 永田　修嗣
常 勤 監 査 役 佐藤　寛爾
監 査 役 山田　雅雄
監 査 役 新澤　　隆


